
 92

【参考資料】 

１ 施策目標一覧 

Ⅰ　すべての子どもたちが健やかに育つ環境をつくります
重点施策 目標 指標 ２０年度現状 ２６年度目標

乳幼児をもつ親の喫煙率を
減らします。

母子健康手帳交付時、４か月
児健康相談、１歳６か月児健康
診査、３歳児健康診査において
調査する父親、母親の喫煙率

父親： ４３．４％
母親：  ７．０％

父親：０％
母親：０％

乳幼児健診の受診率を高め
ます。

４か月児健康相談受診率
９４．１％ １００％

休日・夜間に子どもが受診
できる医療機関を増やしま
す(子ども１万人当たり）。

子ども（0～14歳）の人口１万人
当たりの休日・夜間に受診でき
る年間延べ医療機関数

６４．０施設 ６７．３施設

朝食を毎日食べる子どもの
数を増やします。

「基礎・基本」定着状況調査に
おける毎日朝食をとる子どもの
割合

小学校５年生
９６．２％

中学校２年生
９３．０％

小学校５年生
　 １００％

中学校２年生
  １００％

２　障害のある子ど
　もに対する支援

発達障害者が安心して地域
で暮らしていけるよう、日々
の生活に関わる様々な相談
に応じ、助言や支援などを
行います。

発達障害者支援センターの利
用者数（利用者数とは、相談支
援、発達支援、就労支援の実
支援人数をいう。）

５７０人 ６８０人

３　子どもの遊び場
　と居場所づくりの
　推進

遊び環境の充実に取り組む
地域の数を増やします。

児童館が設置されているか、放
課後プレイスクール事業を実施
している小学校区数

１１２小学校区 １３０小学校区

ゆったりとした気分で子ども
と過ごせる時間がある母親
の割合を増やします。

４か月児健康相談質問票で、
ゆったりとした気分で子どもと過
ごせる時間があると回答した親
の割合

８８．５％ ９１．５％

通告を受けてから４８時間以
内に子どもの安全確認を行
う割合を増やします。

緊急性の高い通告を受けてか
ら４８時間以内に子どもの安全
確認を行った割合

９４．４％ １００％

虐待を受けた子どものうち安
全に生活できるようになった
子どもの割合を増やします。

虐待を受けた子どものうち１年
間で安全に生活できるように
なった子どもの割合 ６０．５％ ７６．０％

社会的養護を必要とする子
どものうち、家庭的環境の中
で養育される子どもの割合
を増やします。

措置している子どものうち家庭
的環境の中で養育される子ども
の割合 ９．６％ １５．０％

Ⅱ　すべての子育て家庭を支える環境をつくります
重点施策 目標 指標 ２０年度現状 ２６年度目標

１　社会全体で子ど
　もを育てる環境づ
　くり

「男は仕事、女は家庭」と
いった性別によって役割を
固定する考え方を持たない
男女それぞれの割合を増や
します。

アンケート調査において、「男
は仕事、女は家庭」といった性
別によって役割を固定する考え
方に同感できないと回答した人
の割合

男性：５１．０％
女性：５７．０％

男性：６０．０％
女性：７０．０％

（２２年度）

保育園入園待機児童の解
消を図ります。

次年度の4月1日待機児童数
９０人 ０人

保育ニーズが満たされてい
ると考える保護者の割合を
増やします。

保育サービスに関する満足度
調査において保育ニーズが満
たされていると考える保護者の
割合

８４．７％ ９０．０％

市の指導監督基準を満たし
ていない認可外保育施設の
割合を減らします。

立入調査に基づき文書指摘を
行った認可外保育施設の割合 １８．６％ １２．０％

１　子どもと親の健
　康づくりの推進

２　保育サービスの
　充実

４　児童虐待防止対
　策の推進等
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Ⅱ　すべての子育て家庭を支える環境をつくります

重点施策 目標 指標 ２０年度現状 ２６年度目標
３　就労環境の整備 仕事と子育ての調和に向け

た支援に取り組む企業を増
やします。

広島県の「仕事と家庭の両立
支援企業登録制度」の市内の
登録件数

１０５件
１７５件

（２２年度）

生後４か月までの乳児のい
る家庭への訪問率を高めま
す。

出生数に対する訪問実施率
５７．５％ １００％

ゆったりとした気分で子ども
と過ごせる時間がある母親
の割合を増やします。（再
掲）

４か月児健康相談質問票で、
ゆったりとした気分で子どもと過
ごせる時間があると回答した親
の割合（再掲）

８８．５％ ９１．５％

つどいの広場への父親の参
加する割合を増やします。

つどいの広場に父親が参加す
る割合 １５．９％ ２０．０％

子どもを家庭で養育できな
いひとり親家庭を減らしま
す。

養護施設に入所している子ども
のうちのひとり親家庭の子ども
の割合

７１．５％ ６７．０％

経済的に自立している母子
家庭の割合を増やします。

児童扶養手当を受けていない
母子家庭の割合 ３３．３％ ３６．０％

子育てが楽しいと思う人の
割合を増やします。

３歳児健康診査のアンケートに
おいて、子育ては楽しいと思う
と回答した人の割合

９３．１％ ９５．７％

市の施設の福祉環境整備
率を高めます。

市の施設の福祉環境整備率
（学校は整備率の対象から除
く。）

７１．６％ ７５．６％

市内を走行するノンステップ
バスを増やします。

市内を走行するノンステップバ
スの車両数 ６１台 ９１台

市内を走行する低床路面電
車を増やします。

市内を走行する低床路面電車
の編成数 ２２編成 ２４編成

バリアフリー化すべき主要駅
の整備率を高めます。

バリアフリー化が完了した駅／
バリアフリー化すべき主要駅 ７１．４％ ９５．０％

公園・緑地面積を増やしま
す。

公園・緑地面積
９４３ｈａ ９７３ｈａ

Ⅲ　豊かな教育環境をつくります
重点施策 目標 指標 ２０年度現状 ２６年度目標

授業がわかり、学ぶことの楽
しさを実感する子どもの割合
を増やします。

「基礎・基本」定着状況調査に
おける正答率６０％以上の子ど
もの割合

７２．１％ ８０．０％

文化・スポーツ活動に参加
し、明るく豊かな学校生活を
過ごす子どもの割合を増や
します。

中学校における文化部又は運
動部加入率

８９．８％ ９５．０％

すべての小学校区で、就学
前教育・保育プログラムを活
用した教育・保育を充実しま
す。

就学前教育・保育プログラムを
活用した教育・保育を実施する
小学校区数 ２７小学校区 １４２小学校区

朝食を毎日食べる子どもの
数を増やします。（再掲）

「基礎・基本」定着状況調査に
おける毎日朝食をとる子どもの
割合(再掲)

小学校５年生
９６．２％

中学校２年生
９３．０％

小学校５年生
　 １００％

中学校２年生
  １００％

青少年と電子メディアに関
する問題に関心を持つ人の
数を増やします。（再掲）

電子メディアに関する啓発事業
に参加した人数（再掲）

１０，６００人 １７，１００人

５　ひとり親家庭へ
　の支援

１　知・徳・体の調和
　のとれた教育の推
　進

７　地域における子
　育て環境の充実

４　子育て家庭に対
　する養育支援
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Ⅲ　豊かな教育環境をつくります

重点施策 目標 指標 ２０年度現状 ２６年度目標
平和学習を基に、自主的、
実習的な取組を行う子ども
の割合を増やします。

こどもピースサミットへ作品を応
募した小学校の割合

８６％ １００％

エコライフを推進する学校数
を増やします。

「夏休みこどもエコチャレンジ」
に取り組む小学校数

１１８校 １４２校

３　いじめ、不登校、
　非行等対策の充
　実

不登校児童生徒の割合を減
らします。

児童生徒100人当たりの不登校
児童生徒の人数 １．２０人 １．１６人

１０代人工妊娠中絶実施率
を減らします。

人工妊娠中絶率（15～19歳女
子人口千対） ７．８ ６．５

未成年者の飲酒・喫煙をな
くします。

未成年者の喫煙率

　　　　　　　　― ０％

青少年と電子メディアに関
する問題に関心を持つ人の
数を増やします。

電子メディアに関する啓発事業
に参加した人数 １０，６００人 １７，１００人

地域で見守り活動をする人
を増やします。

組織的な見守り活動者数

３７，６００人 ３８，５００人

市内で発生する犯罪を減ら
します。

市内の刑法犯認知件数（暦年）

１３，９８３件 　　　　　　　 ―

Ⅳ　子どもが社会に参加するための環境をつくります
重点施策 目標 指標 ２０年度現状 ２６年度目標

１　子どもの権利を
　保障するための
　環境整備

お互いの人権を尊重し合い
行動する市民の割合を増や
します。

すべての人の人権を大切にし、
それを日常生活の中で態度や
行動に表している市民の割合

　　　　　　　　― 　　　　　　　　―

４　青少年の健全育
　成等

５　安全・安心なま
　ちづくり

２　多様な教育の推
　進
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２ 策定体制 

  庁内においては、関係部局間の連携を図るため、こども施策クロスセクションに

おいて協議・検討を行いました。 

  また、保健医療、福祉、教育、労働関係など幅広い分野の有識者、子育て支援関

係者、公募委員等の意見を計画に反映させるため、子育て支援委員会（広島市社会

福祉審議会児童福祉専門分科会）で審議を行うとともに、保護者や子どもに対する

アンケート調査、計画素案に対する市民意見募集を行いました。 

 

３ 策定経緯 

    

開 催 日  内     容  

平成２１年（2009 年）１月～２月  子育て支援に関するニーズ調査 

          ４月３０日 第１回子育て支援委員会 

（新児童育成計画の進捗状況等について） 

          ６月１１日 第２回子育て支援委員会 

（子育て支援に関るニーズ調査結果報告、

課題の整理とそれに対応した施策の方向

性等について） 

          ７月  子どもの生活と意識に関する調査  
          ８月 ７日  第３回子育て支援委員会  

（課題の整理とそれに対応した施策の方向

性等について  
          ９月 ４日  安心社会づくり対策特別委員会  

（新たな子どもに関する施策の総合的な計

画の策定について）  
         １０月１９日  第４回子育て支援委員会  

（課題の整理とそれに対応した施策の方向

性等について  
         １１月３０日  安心社会づくり対策特別委員会  

（新たな子どもに関する施策の総合的な計

画の検討状況について）  
         １２月 ３日  第５回子育て支援委員会  

（具体的施策について）  
平成２２年（2010 年）１月２１日  第６回子育て支援委員会  

（子ども施策総合計画（素案）について）  
          １月２２日  安心社会づくり対策特別委員会  

（子ども施策総合計画（素案）について）  
平成２２年（2010 年）２月  子ども施策総合計画（素案）に対する市民

意見募集  
          ３月１５日  第７回子育て支援委員会（子ども施策総合

計画（案）について）  
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４ 子育て支援委員会委員名簿 

氏  名 役     職     等 

有廣 英明 広島市医師会会員 

井手 明子 （株）ＮＴＴドコモ中国支社長 

 伊東 由美子 （株）文華堂代表取締役 

今田 京子 公募委員 

大賀 充夫 連合広島地域協議会事務局次長 

金谷 圭子 弁護士 

金子 留里 子育て応援ネットワーク「子育ておたがいさま～ズ」代表 

神信 千晴 公募委員 

川口 隆司 ＮＰＯ法人コミュニティリーダーひゅーるぽん理事長 

川名 和美 広島修道大学商学部教授 

重富  寛 
広島市ＰＴＡ協議会会長 

（平成 21 年（2009 年）12 月３日まで） 

谷村 敏彦 
広島市ＰＴＡ協議会会長代行 

（平成 21 年（2009 年）12 月４日から） 

新宅 博明 比治山大学短期大学部非常勤講師 

進藤 功子 （財）広島市母子寡婦福祉連合会会長 

鈴木 道子 （社）広島市私立幼稚園協会理事 

仙田  満 放送大学教授 

龍山 永明 広島市保育園連盟会長 

土井 惠子 元長束小学校校長 

西田 寛子 広島市民生委員児童委員協議会理事 

 信政 ちえ子 広島市女性団体連絡会議副会長 

畠山 昭雄 広島市子ども会連合会会長 

藤井 紀子 広島市福祉施設連絡協議会会長 

古川  隆 （社福）広島市社会福祉協議会会長 

 宮腰 由紀子 広島大学医学部保健学科教授 

◎ 前田 健一 広島大学大学院教育学研究科教授 

村上 基子 広島市児童福祉施設連盟（八幡学園施設長） 

○ 山村 光治 広島市民生委員児童委員協議会会長 

吉岡 恭子 広島市地域女性団体連絡協議会会長 

※ ◎は委員長、○は副委員長である。 


